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業務管理体制の整備について

１．趣旨

事業者による法令遵守の義務の履行を確保し、指定取消事案などの不正行為を未然

に防止するとともに、利用者又は入所者の保護と介護事業運営の適正化を図るため、

事業者に対し、業務管理体制の整備を義務づけるものです。

２．法律改正の概要

３．事業者が整備すべき業務管理体制の内容

事業所等の数：20未満 → 整備内容：①法令遵守責任者の選任

事業所等の数：20以上 100未満 → 整備内容：①＋②法令遵守規程の整備

事業所等の数：100以上 → 整備内容：①＋②＋③法令遵守に係る監査

介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律の概要

介護サービス事業者の不正事案の再発を防止し、介護事業運営の適正化を図るため、法令遵守等の業務管理体制整備
の義務付け、事業者の本部等に対する立入検査権の創設、不正事業者による処分逃れ対策など、所要の改正を行う。

○不正行為への組織的
な関与が疑われる場
合は、国、都道府県、
市町村の事業者の本
部への立入検査権を
創設

○業務管理体制に問題
がある場合は、国、
都道府県、市町村に
よる事業者に対する
是正勧告・命令権を
創設

○事業所の廃止届を事
後届出制から事前届
出制へ。また、立入
検査中に廃止届を出
した場合を指定・更
新の欠格事由に追加
等

○指定取消を受けた事
業者が密接な関係に
ある者に事業移行す
る場合について、指
定・更新の欠格事由
に追加

○いわゆる連座制の仕
組みは維持し、不正
行為への組織的な関
与の有無を確認し、
自治体が指定・更新
の可否を判断

○広域的な事業者の場
合は、国、都道府県、
市町村が十分な情報
共有と緊密な連携の
下に対応

○新たに事業者単位の
規制として法令遵守
の義務の履行が確保
されるよう、業務管
理体制の整備を義務
付け等

○事業者の規模に応じ
た義務とする

○事業廃止時のサービ
ス確保に係る事業者
の義務を明確化

○事業者がサービス確
保の義務を果たして
いない場合を、勧告

・命令の事由に追加

○行政が必要に応じて
事業者の実施する措
置に対する支援を行
う

処分逃れ
対策

本部への
立入検査等

指定・更新
の欠格事由
の見直し

業務管理
の体制整備

サービス
確保対策
の充実

（業務中の管理体制） → （監査指導時） → (監査中の事業廃止等) →    (指定・更新時) → (廃止時のサービス確保)

施行期日：平成２１年５月１日

事業廃止時のサー
ビス確保対策が不
十分

不正事業者による
処分逃れ

○監査中の廃止届により
処分ができない

○同一法人グループへの
譲渡に制限がない

｢一律｣連座制の問題

○組織的な不正行為の有無
に関わらず一律連座
○一自治体の指定取消が、
他の自治体の指定権限を
過度に制限

事業者の法令遵守が
不十分

事業者の本部への
検査権限がない

○不正行為への組織的な
関与が確認できない

29

業務管理体制の整備に関する届出

○ 法令遵守の義務の履行を確保するため、業務管理体制の整備を義務付けることにより、指定取消事案
などの不正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図る。

（業務管理体制整備の内容）

20未満 （小）

法令遵守責任者の選任

２０以上１００未満 （中）

法令遵守責任者の選任

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守責任者の選任

100以上 （大）

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守
に係る監査

指定又は許可を受けている事業所数
（みなし事業所を除く）
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■法令遵守責任者について

何らかの資格要件を求めるものでないが、介護保険法等の関係法令の内容に精通した

法務担当の責任者を選任することを想定。なお、法務部門を設置していない事業者の場

合には、事業者内部の法令等遵守を徹底することができる者が選任されることを想定。

■法令遵守規程（業務が法令に適合することを確保するための規程）について

法令遵守規程には、事業者の従業員に少なくとも法及び法に基づく命令の遵守を確保

するための内容を盛り込む必要がある（日常の業務運営にあたり、法及び法に基づく命

令の遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を記載したものなど、事

業者の実態に即したもので可）。

■法令遵守に係る監査（業務執行の状況の監査）について

事業者が医療法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人、株式会社等であって、既に

各法の規定に基づき、その監事又は監査役（委員会設置会社にあっては、監査委員会）

が法及び法に基づく命令の遵守の状況を確保する内容を盛り込んでいる監査を行ってい

る場合には、その監査をもって介護保険法に基づく「業務執行の状況の監査」とするこ

とも可。

なお、この監査は、事業者の監査部門等による内部監査又は監査法人等による外部監

査のどちらでも可。また、定期的な監査とは、必ずしも全ての事業所に対して、年１回

実施しなければならないものではないが、例えば事業所ごとの自己点検等と定期的な監

査とを組み合わせるなど、効率的かつ効果的に行うことが望まれる。

４．届出事項（届出様式「別記第１号様式（第２条関係）」を参照）

整備の内容と同様、事業所等の数により届出事項が異なる。届出様式は同じ。

業務管理体制の整備

方針の策定

規程・体制
の整備

評価・改善

【法令等遵守※１態勢※２の概念図】
【事業所数１００以上の事業者】

１．法令遵守責任者の選任
２．法令遵守規程の整備
３．法令遵守に係る監査の実施

【事業所数２０以上１００未満の事業者】

１．法令遵守責任者の選任
２．法令遵守規程の整備

【事業所数２０未満の事業者】

１．法令遵守責任者の選任

〈事業者自らの取り組み〉 〈法令による義務付け〉

業務管理体制は、事業者自ら組織形態に見合った合理的な体制を整備するものであ
り、事業者の規模や法人種別等により異なるものであること。また、省令で定める整備
の基準は、事業者が整備する業務管理体制の一部であることに留意する。

※１ 法令等遵守とは、単に法令や通達のみを遵守するのではなく、事業を実施する上で必要な法令の目的（社会的要請）や社会通念に沿った適応を
考慮したもの。

※ ２ 「態勢」とは、組織の様式（体制）だけでなく、法令等遵守に対する姿勢や体制づくりへの取組みを指している。
12
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５．変更の届出（届出様式「別記第２号様式（第３条関係）を参照」）

（１）法人の種別・名称、主たる事務所の所在地

（２）代表者名、代表者の住所及び職名

（３）法令遵守責任者

（４）法令遵守規程又は法令遵守に係る監査の内容

（５）事業所等の数の増減に伴う業務管理体制の整備の内容

※（届出）区分変更の場合 → 例：和歌山県知事から厚生労働省への（届出）区分の変更

届出様式「別記第１号様式（第２条関係）」）により届出

６．届出先

①事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者

→ 厚生労働大臣

②事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、かつ、２以下の地方厚生局の管轄区

域に所在する事業者

→ 事業者の主たる事務所が所在する都道府県知事（和歌山県の場合は長寿社会課介護

サービス指導室）

③全ての事業所等が１の都道府県の区域に所在する事業者

→ 都道府県知事

④全ての事業所等が１の指定都市の区域に所在する事業者

→ 指定都市の長

⑤全ての事業所等が１の中核市の区域に所在する事業者

→ 中核市の長

⑥地域密着型サービス(介護予防含む)のみを行う事業者であって、事業所等が同一市

町村内に所在する事業者

→ 市町村長

⑦③の事業者のうち

法人の主たる事務所の所在地が各振興局管内の事業者

→ 各振興局健康福祉部

７．業務管理体制の確認検査（根拠：介護保険法第１１５条の３３）

本県では、平成２６年度から業務管理体制の整備・運用状況を確認するために、順

次、確認検査（以下「一般検査」という）を実施しています。

一般検査は、事業者の業務管理体制の問題点について検証し、事業者が自ら業務管

理体制の改善を図り法令等遵守に取り組むよう意識づけることが目的です。

① 一般検査で確認する内容

（１）法人としての法令遵守の考え方

（２）法令遵守責任者の役割

（３）法人として法令遵守への取り組み

（４）法令遵守規程の策定状況 など

② 一般検査の実施方法

届出内容等について報告等を求め、基本的には書面検査で実施することとし

ています。（報告後、その内容について疑義等があれば電話等により法令遵守責
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任者に連絡し、内容を確認する場合もあります。また、不備が認められたとき

には、出頭を求め運用状況を聴取する場合もあります。）

③ 特別検査について

事業所等の指定等取消処分相当事案が発覚した場合には、業務管理体制の問題

点の確認やその要因の検証、取消処分相当事案への組織的関与の有無を検証する

ために特別検査を実施します。



別記第１号様式（第２条関係） 

受付番号  

 
介護保険法第 115 条の 32 第２項(整備)又は第４項 

        （区分の変更）に基づく業務管理体制に係る届出書 
 
                                                          年 月 日 
和歌山県知事  様 

 
                                  事業者 名   称           
                                          代表者氏名             
 
        このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。 
 

 事業者（法人）番号 A                 

１ 届出の内容 

 (1)法第115条の32第２項関係（整備） 

(2)法第115条の32第４項関係（区分の変更） 

 
 
２ 
  
事 
 
 
業 
 
 
者 
 

フ リ ガ ナ 
名     称 

 

 

 

主たる事務所 
の所在地 
 

 

(〒   -    ） 
           都道         郡 市 
       府県         区 

(ビルの名称等） 

電話番号  ＦＡＸ番号  

法 人 の 種 別  

代表者の職名・
氏名・生年月日 

職 
名 

  フリガナ  生年 
月日 

  年  月  日 

  氏 名  

 
代表者の住所 
 

(〒   -    ） 
           都道         郡 市 
       府県         区 

(ビルの名称等） 

３ 事業所名称等  

及 び 所 在 地        
 

事業所名称 指定(許可)年月日 介護保険事業所番号(医療機関等コード)   所 在 地 

 

計  カ所 
   

 
４ 介護保険法施行規

 則第140条の40第１ 

項第2号から第4号に 

基づく届出事項 
 

第２号 法令遵守責任者の氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ)     生年月日 

  

第３号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

第４号 業務執行の状況の監査の方法の概要 

５
区
分
変 
更 

区分変更前行政機関名称、担当部(局)課  

事業者（法人）番号 A                  

区分変更の理由  

区分変更後行政機関名称、担当部(局)課  

区 分 変 更 日     年  月  日 

   

連絡先 

所属  
メール  

アドレス  

 

 

 

電話 

番号 

 

 

     

フリガナ   

氏名  

（日本産業規格Ａ列４番） 



記入要領 

 

１  共通事項 

 

  (1) 新規に業務管理体制を整備した事業者及び業務管理体制を届け出た後、事業   

所又は施設（以下「事業所等」という。）の指定や廃止等に伴い、事業展開地域
の変更により、届出先区分の変更が生じた事業者は、この様式を用いて関係   
行政機関に届け出ること。 

 (2) 受付番号及び事業者（法人）番号には記入しないこと。 
  (3) 事業者の名称、主たる事務所の所在地、法人の種別、代表者の職名、代表者の

住所等は、登記内容等と一致すること。 
  (4) 「１ 届出の内容」 
   ① 新規に業務管理体制を整備し届け出る場合は、(1)法第 115 条の 32 第２項    

関係の（整備）に○を付けること。 
     ② 届出先区分の変更が生じた場合、(2)法第 115 条の 32 第４項関係の（区分

の変更）に○を付けること。 
     なお、届出先区分の変更が生じた事業者は、区分変更前と区分変更後の行    

政機関にそれぞれ届け出ること。 
 
        事業所等の展開に応じた届出先行政機関  

区分 届出先 

① 事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区

域に所在する事業者 
厚生労働大臣 

② 事業所等が２以上の都道府県の区域に所

在し、かつ、２以下の地方厚生局の管轄区

域に所在する事業者 

事業者の主たる事務所が

所在する都道府県知事 

③ 全ての事業所等が１の都道府県の区域に

所在する事業者 
都道府県知事 

④ 全ての事業所等が１の指定都市の区域に

所在する事業者 
指定都市の長 

⑤ 全ての事業所等が１の中核市の区域に所

在する事業者 
中核市の長 

⑥ 地域密着型サービス（予防含む）のみを行

う事業者であって、事業所等が同一市町

村内に所在する事業者 

市町村長 

  

 (5) 「連絡先」 

届出先の行政機関から、記載内容等についての連絡を行う場合があるため、こ
の届出に係る連絡先を記入すること。 

 

                                                                           

２ 新規に業務管理体制を整備した事業者【法第115条の32第２項(整備)関係】 

 

 (1） ｢２ 事業者」の「法人の種別」には、届出者が法人である場合に、営利法人、
社会福祉法人、医療法人、社団法人、特定非営利活動法人等の区別を記入するこ
と。 

 (2) 「３ 事業所名称等及び所在地」については、みなし事業所及び介護予防・日



常生活支援総合事業における介護予防・生活支援サービス事業を除いた事業所
等を記入し、「事業所名称」欄に事業所等の合計の数を記入すること。 

    書ききれない場合は、記入を省略し別添資料として添付して差し支えないこ
と。(既存資料の写し及び両面印刷可) 

 (3)  ｢４ 介護保険法施行規則第 140 条の 40 第１項第２号から第４号に基づく届
出事項」 

   ①事業所等数に応じ整備する業務管理体制について、該当する全ての番号に○
を付けること。 

   ②第２号については、その氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ)及び生年月日を記入すること。 
   ③第３号及び第４号を届け出る場合は、別添資料の添付により行うこと。 
    （既存資料の写し及び両面印刷可） 
      第２号   法令遵守責任者の氏名及び生年月日           
      第３号  業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 
      第４号  業務執行の状況の監査の方法の概要 
         事業所等数に応じて整備する業務管理体制 

             事 業 所 等 数 

  20未満 20以上100未満    100以上 

第２号       ○       ○       ○ 
第３号       ×       ○       ○ 

第４号       ×       ×       ○ 

 
(4) ｢５ 区分変更」は、区分変更のあった場合に記入するため、新規に業務管 

理体制を整備した事業者は、記入する必要はないこと。 
 

３ 業務管理体制を届け出た後、事業所等の指定や廃止等に伴い、事業展開地域の
 変更により、届出先区分の変更が生じた事業者【法第115条の32第4項(区分の変 

更)関係】 

 

  (1） 事業所等の指定や廃止等により、届出先区分に変更があった事業者は、区分変
更前及び区分変更後の行政機関にそれぞれ届け出ること。 

  (2） 区分変更前行政機関への届出 
   「１ 届出の内容」の「(2)法第 115 条の 32 第 4 項関係」の他「５ 区分変更」

に記入すること。 
  (3）区分変更後行政機関への届出 
      「１ 届出の内容」「２ 事業者」「３ 事業所名称等及び所在地」「４ 介

護保険法施行規則第 140 条の 40 第１項第２項から第４号に基づく届出事項」     

「５  区分変更」について、上記記入要領に基づいて記入すること。 
       なお、届出先区分の変更に併せて、整備する業務管理体制の内容が変更された

場合も、この様式を用いて届け出ること。 
  (4) 「５ 区分変更」欄 
     ① 「事業者（法人）番号」には、区分変更前行政機関が付番した番号を記入す

ること。 
② 「区分変更の理由」には、その理由を具体的に記入すること。 

  書ききれない場合は、記入を省略し別添資料として添付して差し支えないこ
と。(既存資料の写し及び両面印刷可) 

   ③ 「区分変更日」は、事業所等の新規指定・廃止等により区分が変更された日
を記入すること。 



第２号様式（第３条関係） 

受付番号  

 

         介護保険法第 115 条の 32 第３項に基づく 

業務管理体制に係る届出書（届出事項の変更） 

 

                                                          年 月 日 

 

和歌山県知事  様 

 

                                  事業者 名   称           

                                          代表者氏名            

 

 

        このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

 

 事業者（法人）番号 A                  

 

変 更 が あ っ た 事 項 

１ 法人の種別､名称(ﾌﾘｶﾞﾅ)  

２ 主たる事務所の所在地､電話番号、ＦＡＸ番号 

３ 代表者氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ)､生年月日    

４ 代表者の住所､職名      

５ 事業所名称等及び所在地 

６ 法令遵守責任者の氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ)及び生年月日 

７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

８ 業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

 

変 更 の 内 容 

 

(変更前) 

 

 

 

(変更後) 

 

 

 

 

連絡先 

所属  
メール  

アドレス  

 

 

 

電話 

番号 

 

 

 

フリガナ   

氏名  

  （日本産業規格Ａ列４番） 

 



記入要領 

 

１  受付番号には記入しないこと。 

２ 事業者の名称、主たる事務所の所在地、法人の種別、代表者の職名、代表者の住

所等は、登記内容等と一致すること。 

３ 「変更があった事項」の該当項目番号に○を付け、「変更の内容」に具体的に記

入すること。 

なお、書ききれない場合は、記入を省略し別添資料として添付して差し支えない

こと。(既存資料の写し及び両面印刷可) 

４  「５ 事業所名称等及び所在地」については、みなし事業所及び介護予防・日常

生活支援総合事業における介護予防・生活支援サービス事業を除いた事業所等の指

定や廃止等により事業所等の数に変更が生じ、整備する業務管理体制が変更された

場合にのみ届け出ること。 

    この場合、変更前欄と変更後欄のそれぞれに、指定等事業所等の合計の数を記入

し、変更後欄に追加又は廃止等事業所等の名称、指定（許可）年月日、介護保険事

業所番号（医療機関等コード）、所在地を記入すること。 

 書ききれない場合は、記入を省略し別添資料として添付して差し支えないこと。  

(既存資料の写し及び両面印刷可) 

５  「７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要」及び「８ 業務

執行の状況の監査の方法の概要」については、事業者の業務管理体制の変更を行う

場合（組織の変更、規程の追加等）に届け出ること。規程の字句の修正等体制に影

響を及ぼさない軽微な変更は、届出を要しないこと。 

    なお、事業所等の数の変更により、「７」または「８」を追加等する場合は、該

当項目番号に○を付け、追加の場合には、別添資料の添付により届け出ること。      

(既存資料の写し及び両面印刷可) 
６ 届出先の行政機関から、記載内容等について連絡を行う場合があるため、この届
出に係る連絡先を記入すること。 

 

 

 

 


